
※掲載している回答の内容は、回答した時点の市の見解となります。 

その後の制度変更などにより、最新の市の見解と異なる場合がありますのでご了承ください。 

 

  

市長への手紙 
（今までの主なご意見と回答） 

受付日 令和 ５年１０月１０日 

回答日 令和 ５年１２月 ４日 

件     名 

耐震工事費等補助金制度の対象の拡充について 

内     容 

木造住宅の耐震工事費補助金の対象を老朽化マンションに拡充してほしい。 

回     答 

本市では、耐震改修促進計画に基づいて、地震に対する事前の備えとして、避難安全の

ための不燃化・バリアフリー化改修工事費への補助や、住宅の耐震化を進めております。 

今後は、木造住宅の補助制度を含め、マンションの耐震化を進めるための支援のあり方

が課題であると捉えており、マンションの耐震改修工事費等への補助制度の創設にあたっ

ては、近隣他市の状況を研究してまいりたいと考えております。 

事務担当課 建築指導課（０４６－２６０－５４２５） 


